




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































30 地 域 学 論 集 第 10巻 第 ３ 号（2014）
ない。
38 専門家委員会がそのような意見をいう対象ではないことを委員会で繰り返し説明しても，そのような
意見は根強く多数寄せられた（専門家委員会の発行したニュースなど参照）。
39 評価の客観性には，「不偏性」及び「普遍性」という２種類があり（小野2014），このような場面ではそ
の両方が求められる。前者は特定の立場を利することがないという意味の客観性であり，後者は個々の
主観を離れて妥当性をもつという意味の客観性である。
40 成長鈍化・人口高齢化などに伴う国民負担増大の趨勢のもと，「人々に剥奪されているという被害者意
識を植え付け，それを公共的なものの破壊に向かわせる」（山口2011）動きが続いており，「『民』の反対
は『官』」（薬師院2012）という奇妙な感情が蔓延しているという見方に，筆者は少なからず同感である。
41 鳥取市の庁舎整備にも言及している小島（2012）によれば，一般に庁舎の建設費はライフサイクル・コ
ストの30％程度に過ぎない。
42 コンセンサス会議とは特定の科学技術等のメリット・デメリットについて，専門家からの説明と質疑応
答を経て，一般市民の委員会が討議により合意形成を目指すもので，デンマークが発祥の地。討論型世論
調査（DeliberativePoling）とは無作為抽出により選ばれた住民を対象に，事前アンケートの後，専門家
等からの情報を踏まえた十分な討論への参加を経て再びアンケートを行うものである（フィシュキン2011
等参照）。今回の鳥取市庁舎を巡る問題では，住民投票の直接請求に向けた署名が集まる前，住民投票の
前，住民投票後に市議会が結論を出さぬまま再び市長・執行部に下駄を預けた時点の何れにおいても，こ
のような場を設定できれば有効であったと考える（2011年７月８日付毎日新聞鳥取面掲載の筆者のインタ
ビュー「署名認め市民合意目指せ」参照）。
43 2013年１月に「市民への情報提供のあり方検討会議」（筆者が委員長を務めた）が提言書をとりまとめ
て鳥取市長へ提出し，それを踏まえて庁内を横断した組織として広報委員会が設置されるなど検討が進
んでいる。
44 上田（2012）によれば，2010年以降，市庁舎の立て替えの是非を問う住民投票条例案の直接請求が少な
くとも６件あったという。
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